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エグゼクティブサマリ
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気候変動の影響により、自然災害や異常気象の激甚化・頻発化がすでに顕在化しており、今後さら
なる深刻化が懸念されている。また、それを受けて民間企業に対して、物理的リスクの事業への影
響を正確に分析して、対策を講じ、それらに関する情報を適切に開示することが強く求められてい
る。

一方で、物理的リスク分析・対策の手法は体系化されておらず、多くの企業は手探りで対応を進め
ている状況である。本レポートは、そのような企業向けに物理的リスクの分析の進め方と要諦をと
りまとめて、検討の一助となることを企図している。

本レポートでは、物理的リスクの対策を実効性のあるものとするため、「リスク実態との整合
性」、「実現可能性」、「経済合理性」の3つの観点の重要性と、これらの観点を踏まえた対策の具
体的な検討方法について整理している。

リスク実態との整合性：対策検討の前提となるリスク評価においては、オープンデータに依拠する
だけでは現実との乖離が生じる可能性があるため、その前提条件を正確に把握し、不足情報を補完
するためのリスクシミュレーションの導入が有効である。

実現可能性：対策を施すべき建物・設備等を定めた上で、IoT、ドローン、衛星観測など先端技術の
活用を視野に入れつつ、有効な対策をハード・ソフト両面で検討する。この上で、ハード・ソフト
それぞれについて、コストのみでなく、施工性、工期、遵法性、自治体調整要否、維持管理、事業
への影響、従業員協力など、多様な観点で対策の実現可能性を評価し、自社がムリなく実施できる
対策に絞り込む。

経済合理性：対策実行による被害軽減額と、対策にかかるコストを比較した費用対効果を評価し、
無駄を省いた合理的な対策を立案・実施する。

民間企業は、これらの観点を意識しつつ物理的リスク分析・対策を進めることで、気候変動リスク
に対するレジリエンスを高め、持続的な企業価値の維持・向上を図ることが求められる。

エグゼクティブサマリ
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本レポートについて
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本レポートは気候変動レジリエンス強化協議会の検討の成果物として取りまとめたもので、民間企
業の担当者向けに物理的リスク分析・対応の基本的な進め方や要諦、その他参考となる情報を整理
した手引きである。

協議会として本レポートを発行するに至った背景には、以下のような課題認識がある。本文で後述
するように、気候変動が進行し、自然災害をはじめとした物理的リスクの影響が顕在化しつつあ
る。また、各種の開示基準などでも企業に物理的リスクへの対応や分析を要求する声が高まってい
る。一方で、物理的リスクの分析や対策の検討手法はいまだ確立されておらず、多くの企業の担当
者がどのように進めるべきか手探りの状態である。その結果として、各社が独自の手法で分析・対
応を進めており、企業間での横比較が困難であり、投資家をはじめとする社外のステークホルダー
が企業の開示情報を活用し、企業のレジリエンスを適正に評価することが困難になっている。本レ
ポートは、企業の担当者向けに、物理的リスク分析・対応の方法論を示すことで、このような状況
を打破し、ひいては社会全体のレジリエンス向上の一助となることを目的としている。

また、関連する文献と比較した際の本レポートの特色について簡単に言及しておきたい。本レポー
トと同様に、物理的リスクの分析や対応の手法を示した既存の文献として「サステナビリティ（気
候・⾃然関連） 情報開⽰を活⽤した経営戦略⽴案のススメ」（環境省 2024）、「民間企業の気候変
動適応ガイド －気候リスクに備え、勝ち残るために－」（環境省 2022）、「TCFD提言における物
理的リスク評価の手引き～気候変動を踏まえた洪水による浸水リスク評価～」（国土交通省 2022）
などが挙げられる。

これらの文献と比較して、本レポートは以下のような特色を有している。まず1点目に、官公庁や自
治体などの公的機関が示すものではなく、民間企業で構成される協議会の自発的な検討によるもの
である。公的な性格を有する文書は、政府の指針と捉えられかねない内容や中立性を損なう発信に
慎重であるが、本レポートはあくまで民間主導の検討の結果であり、立場にとらわれずに有益な情
報の発信に努めている。

また、2点目に本レポートは、既存の文献では従来言及されていなかったテーマを深掘りしている。
例えば、4部「実効性のある物理的リスク対策の策定・実行に向けて」では、企業が実効性のある物
理的リスク対策の策定・実行に向けて抑えるべき要諦や優良企業の事例を記載している。本レポー
トはあくまで既存の文献に代わることを目指すものでなく、相互に補完することを目的としてい
る。

本レポートについて
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気候変動レジリエンス強化協議会は、「気候変動の進展による気象災害の激甚化や地震等に対し
て、日本や世界の企業の経済活動を支えるために、財務影響をはじめとしたリスク評価手法や適切
な対応策の選択に関する知見を深め、社会のレジリエンス強化に貢献するナレッジの開発・普及を
進めること」を目的として発足した、有志の民間企業から構成される協議体である。2025年4月現在
ではEYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社が事務局を務め、株式会社ウェザー
ニューズ、東京海上日動火災保険株式会社、東京海上ディーアール株式会社、東京海上ホールディ
ングス株式会社、日本電気株式会社、三井住友信託銀行株式会社、株式会社三菱UFJ銀行が参画して
いる。

現在の主な活動内容としては、物理的リスクの分析・開示やレジリエンス向上への取組に関する現
状や課題、その解決策などについて議論し、その成果を知見として集積し、情報発信することに努
めている。本協議会は、所属する団体にかかわらず自主的な参画を歓迎している。ご関心のある方
は、ぜひご連絡をいただきたい。

気候変動レジリエンス強化協議会に関して

気候変動レジリエンス強化協議会に関して

第
１
部

は
じ
め
に
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物理的リスク対応の新たな視点
─レジリエンス強化のための制度設計・連携強化─

気候変動が企業活動に与える影響が深刻化する中、「気候変動レジリエンス強化協議会」は、物理
的リスクの分析と対応をめぐり、企業のレジリエンス向上について検討してきた。今後の活動の更
なる拡充を見据え、参画企業の代表者が一堂に会し、気候変動対応の課題や展望について座談会を
実施した。企業単独では解決が難しい課題に対してどのように立ち向かうべきか、というテーマに
関して、各業界の知見を交えながらそのヒントを探る。

【要点】

• 気候変動リスクへの対応は企業単独では限界があるため、ステークホルダー間の連携が不可欠で
ある。  

• 物理的リスクへの対応を持続可能にするには、企業にとってのメリットを明確化し、行動変容を
促す仕組みが必要。  

• 成功事例を積み重ね、業界ごとに最適化された取組を共有することで、社会全体のレジリエンス
を高める。
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企業の枠を超えた、
協働で進める気候変動レジリエンス強化

【サマリ】気候変動による災害リスクが増大する中、企業単独では物理的リスクへの対応が困難と
なっており、業界横断的な連携が求められている。異なる業界が共通課題を共有しながら協働し、有
効な対応策を構築していくことが重要である。また、小さな成功事例を積み重ねることが、社会全体
のレジリエンス向上に繋がることとなる。

出席者（P.6写真左から順に）（※所属・役職は2025年２月時点）

• 株式会社ウェザーニューズ 気候テック事業部 鈴木 孝宗（以下、鈴木）

• EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社 サステナビリティ室 尾山耕一
（以下、尾山）

• 東京海上ホールディングス株式会社 ビジネスデザイン部 小野 高宏（以下、小野）

• 株式会社三菱UFJ銀行 サステナブルビジネス部 業務推進 GR 太田悟史（以下、太田）

• 日本電気株式会社 GX事業開発統括部 足立 龍太郎（以下、足立）

• 三井住友信託銀行株式会社 ESGソリューション企画推進部 三宅 香（以下、三宅）

尾山： まず、皆さんがレジリエンス協議会に参画された意図やこの協議会に寄せる期待、そして現
在抱いている課題意識についてお聞かせください。

日本電気株式会社 GX事業開発統括部
足立 龍太郎

足立： 私が参画した理由は、主に三つあります。一つ
目は、気候変動が企業活動にとって日に日に切
実な課題となる中、単独で対処するよりも他社
と共に知恵を出し合いながら、より効果的な解
決策を模索する必要があると考えたこと。二つ
目が、共通の課題意識を持つ企業が連携しパイ
ロットケースを構築することで、気候変動への
適応に資する新たな市場形成の可能性が生まれ
ること。三つ目に、各社が抱える課題や知見を
共有することで、より有効なパイロットケース
が構築できると考えたことです。

太田：我々金融機関にとっては、お客様の物理的リスクが信用リスクに直結するため、適切なリス
ク分析や対応策を把握する必要があります。そして、それを踏まえた上で金融機関として何
ができるのかを検討しなければなりません。特に、サステナビリティ支援に関しては、緩和
策の分野での取組が進む一方、適応策についてはまだこれからという段階にあります。この
協議会を通じて、金融機関としてどのような役割を果たせるのかを改めて考える契機とした
いと考えています。
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三宅： 私は現在、法人支援を行う部署に所属しております。事業会社のお客様が物理的リスクにど
う対応していくべきなのか。対応方針を整理し、有益な知見を共有してお客様の役に立ちた
いとの思いから参画しました。

 本協議会が発足してからのこの1年でも気象災害は激甚化しており、気候変動への適応の重
要性がますます高まっていることを実感しています。このような取組に関わることができ、
非常に有意義だと感じています。

小野： 我々保険会社にとって物理的リスクは、まさに事業に直結する課題です。お客様に対し、物
理的リスクを適切に認識してもらい、最適な対応策を提供することが私たちの役割です。金
融機関や事業会社が集うこの協議会は、情報収集の側面だけでなく、同じ課題を抱える仲間
と共に知見を深め、より実効性の高い対応策を築く機会になると考えています。  

鈴木： 近年、異常気象による自然災害や企業活動への影響は日増しに深刻化しています。気候変動
をいかに「自分ごと」として捉え、（気候変動への適応に関する）リテラシーを高めていく
かが問われています。民間気象会社として、同じ課題に直面する企業と連携し、議論を重ね
ながら理解を深めたいと考えたことが、この協議会に参画した最大の理由です。課題を共有
し、分析手法の確立にも取組んでいければと考えています。

尾山： これまでコンサルティング企業の立場
から100社以上の企業にTCFDに関する
ご支援を行ってきた中で、物理的リス
クの分析や開示が開示自体を目的とし
た形式的なものに留まりがちであるこ
とに大きな課題を感じてきました。

 自然災害が激甚化する今、どのように
対応すべきなのか。その答えを真剣に
模索し、開示の在り方をより実効的な
ものへと進化させるべく、本協議会が
新たな動きやイノベーションを生み出
す場となることを期待しています。日
本のレジリエンスを高め、気候変動へ
の対応力向上に貢献できればと考えて
います。

三井住友信託銀行株式会社 ESGソリューション企画推進部
三宅 香



9【座談会】物理的リスク対応に関する課題意識

第
１
部

は
じ
め
に

企業行動を促進する、
物理的リスク開示の制度設計とインセンティブ

【サマリ】国際的な枠組み（TCFD、CSRD等）への対応は、単に情報提供を目的とするのではなく、
企業が主体的にリスク管理に取組むための動機付けが重要です。企業自身がメリットを認識できる仕
組みをつくり、行動を促すインセンティブ設計が求められます。

尾山： 企業の物理的リスク分析や対応について、現状の成熟度をどのように捉えていますか。ま
た、COP（国連気候変動枠組条約締約国会議）、CSRD（EUの企業サステナビリティ報告
指令）、SSBJ（サステナビリティ基準委員会）などのトレンドを踏まえ、企業の物理的リス
ク分析・対応はどのように進化すべきだと考えますか。

太田： TCFDの開示が進むにつれ、物理的リスクの算定も広がりつつあります。しかし、金融機関
や投資家にとっては開示された情報の横比較の可否が重要であり、開示の範囲や基準が統一
されていない現状では活用が難しい部分もあります。CSRDやSSBJの枠組みが整えば、横比
較もしやすくなり、エンゲージメントの基盤が築かれていくのではないでしょうか。また、
コンサル業務を通じて気づいたのは、サステナビリティ推進には社内での議論が不可欠であ
るということです。議論が深まれば、取組の浸透も加速するはずです。

小野： 確かに、TCFDを契機に検討を始める企業は増えましたが、移行リスクに重点を置く企業が
多く、物理的リスクや財務リスクの詳細分析にまで踏み込んでいる企業は少ない印象です。
金融機関や当局が一定の枠組みを提示することは効果的ですが、過度に厳格なルールは事業
会社が疲弊してしまう可能性もあります。適切なバランスが求められますね。

三宅： TCFDも初期段階では手探りでしたが、投資家側のリテラシー向上とともに、企業側も対応
の質が向上していきました。SSBJやCSRDも同様のプロセスを経るのではないでしょうか。
最初は試行錯誤が続くかもしれませんが、投資家との対話を重ねる中で開示情報が精緻化さ
れることを期待しています。

足立： 私は、物理的リスクへの対応を恒常的な仕組みとして確立し、その取組を促すインセンティ
ブを設計することが継続的な改善に繋がると考えています。物理的リスクへの対策に取組む
ことで、自社の収益性が改善し、投資家の評価やレピュテーションの向上に繋がるという構
造を整理し、示すことが重要だと思います。我々IT企業としてはこれを事業機会と捉え、
データ取得や管理、解析を通じて、開示のメリットを明確化するインセンティブ設計ができ
たら面白いと考えています。

尾山： 確かに、インセンティブは非常に重要ですね。一度でも物理的リスクの被害を経験した企業
は対策を強化しますが、未経験の企業は後回しになりがちです。物理的リスクの検討・対
応・開示は自分たちの企業価値を守る、という意識を醸成できれば、社会全体の機運も高ま
ると思います。
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鍵を握るのは、
気候変動リスクへの対応力を高めるデータ整備と標準化

【サマリ】企業が気候変動の物理的リスクへの対応力を向上させるには、データの一元化や分析手法
の標準化が不可欠です。リスク分析の精度を高め、企業が主体的かつ具体的な行動変容に繋げられる
ような仕組みづくりが必要です。

鈴木： 私は企業の移行計画に基づきGHG（温室効果ガス）排出削減を進めることで、自社の物理的
リスクへの影響をどう軽減できるのか、という視点を持つことが重要だと思います。

 また、物理的リスクへの対応策としてレジリエンスを高めていくことが重要だと考えており
ます。より定常的な分析でリスクを可視化し、脆弱性の高い事業に対する具体的な対応策を
策定することが求められます。これらの取組が進めば、事業への影響を最小化できるはずで
す。

尾山： 民間企業の物理的リスクの分析・対応
における課題について、またその解決
に向けて社会全体に何が求められてい
ると考えますか。

鈴木： 私は、物理的リスクの分析手法を統
一・標準化することが必要であると考
えております。理由としては、投資家
とのエンゲージメントも効率的になる
のではないでしょうか。企業の物理的
リスク評価の比較が容易になり、改善
点も明確になります。

株式会社三菱UFJ銀行サステナブルビジネス部業務推進GR
太田 悟史

太田： 確かに、物理的リスクは企業ごとに特有の要素が強く、理解が難しい側面がありますね。つ
くる側・見る側双方に、高度な理解力が求められます。

三宅： GHG排出削減と同様に、物理的リスクもデータ不足が精度向上の妨げになっているように感
じています。データの一元化や可視化が進めば、より精緻な取組が可能となるでしょう。実
際、 GHG排出削減においても第2フェーズに入り、実効性のある手法が確立されつつありま
す。今後、規制の強化に伴い、企業の取組の精度やデータの価値が高まることで、今後更な
る進展が期待できるのではないでしょうか。

鈴木： 気候変動が自社のビジネスモデルに与える影響として、バリューチェーン全体を通じた分析
も大切ではないかと考えております。
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小野： 急性リスクだけではなく、慢性リスクについても考えていかなければならないと考えていま
す。例えば、業種によっては熱波や海水温度上昇で魚が獲れなくなるというビジネスリスク
もあり得ます。

 産業における重要性の高い資源、いわゆるクリティカルマテリアルなリスクをサプライ
チェーン全体で共有することが重要ですね。そのためには、データの提供だけでなく、費用
対効果の可視化も不可欠となるでしょう。

足立： 同感です。最終的にその手段として、ITやAIを活用することになるでしょうが、財務インパ
クトは業界ごとに異なります。例えば、デベロッパーと製造業ではリスクの性質が異なるも
のの、それぞれに共通する要素は存在します。こうした共通因子を特定し、企業ごとに最適
化することで、財務への影響をより明確にすることが可能となります。まずはリスク構造を
整理し、その運用を支援する手段としてITやAIを活用するのが有効なアプローチだと考えて
います。

尾山： そうですね。先ほど小野さんがおっしゃったように、クリティカルマテリアルなリスクを明
確にすることは、非常に重要だと感じました。地域・業種ごとに何がリスクになるのか。そ
のリスクが体系的に整理されるだけでも、企業としては有益な糸口になると思います。

三宅： 欧米は伝統的に自助の概念が強いですが、近年の気候変動の激甚化により、民間の保険では
リスクをカバーしきれず、公助の重要性が高まる流れが出てきています。自助と公助のバラ
ンスをどのように取るかは、今後の大きな課題となるでしょう。  

足立： 繰り返しになりますが、物理的リスクへの対応がインセンティブに繋がることが、重要だと
考えています。どのような要因がインセンティブになるのか、それを考えることは、まさに
事業戦略そのものだと言えます。インセンティブは誰かに与えてもらうものではなく、投資
に対するリターンの一つとして設計した上で、企業が自らレジリエンス向上に向けた取組を
推進できることが最も美しい形ではないでしょうか。

東京海上ホールディングス株式会社ビジネスデザイン部
小野 高宏

小野： 確かに、レジリエンスを高めることで投資
を呼び込むというのが、本来あるべき姿だ
と思いますし、そのインセンティブがあれ
ば皆さんの行動が変わってくる。そんな行
動変容を促す仕組みづくりがあるといいで
すね。日本では防災の世界において「自
助」「共助」「公助」のいずれも重要視さ
れ、バランスよく機能していると言えます
が、特に「公助」の部分が整備されている
がゆえに「我が事」意識が低いとの指摘も
あります。企業がもう一歩踏み込んで自律
の発想を持つことも必要かもしれません。
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気候変動リスク対応の成功事例を共有し、
社会全体のレジリエンス向上へ

【サマリ】企業の気候変動リスク対応を進めるためには、個別の成功事例の蓄積と共有が重要です。
気候レジリエンス強化協議会では、業種や企業間、更には自治体との連携を促し、対応策の具体化や
社会的認知の拡大に取組、社会全体でレジリエンスを高めることを目指していきます。

尾山： 今後、社会全体のレジリエンス向上を更に推進していくために、協議会としてどのような取
組を進めていくべきだと考えますか。

三宅： 本日の議論を通じて、「インセンティ
ブ」が重要なキーワードになると改め
て認識しました。物理的リスクへの対
応をビジネスモデルとして確立し、収
入源とするのは容易ではありません
が、議論を深める価値は大いにありま
す。また、協議会の意義は、個々の企
業の枠を超えた視点を持てることにあ
ります。気候変動は企業単独で解決で
きる問題ではなく、政策的な支援も不

株式会社ウェザーニューズ 気候テック事業部
鈴木 孝宗

可欠です。国や自治体との連携を強化し、協議会としてこうしたメッセージを発信すること
も重要な役割の一つだと考えています。

太田： 物理的リスクの対応でインセンティブをどう生み出していくか。その考え方を示していくた
めには、テクニカルに偏りすぎず、具体的な対応事例を集め、それを共有することからス
タートするのが望ましいでしょう。そこから段階的に考え方を整理し、発展させることが望
ましいと考えています。

足立： 私も同感です。成功事例の積み重ねが社会変革を生むことは、過去のインターネット普及の
過程から見ても明らかです。この分野でも、地域や業種ごとに最適化された取組が徐々に効
果を生むでしょう。そうした事例を積極的に共有し、協議会として具体的な施策に落とし込
むことが、取組のスタートになればと考えています。

小野： そうですね。テクニカルな側面に偏り過ぎることなく、実践的な方向性を示し、成功事例を
蓄積することは非常に有意義だと思います。その上で、単にマイナスをゼロにするという発
想に留まらず、新たなビジネス機会を創出する、ポジティブな議論の場にしていきたいです
ね。

鈴木： 私も皆さんの意見に深く賛同します。物理的リスクの対応におけるビジネス機会の創出も含
め、多くの成功事例を収集し、共有できる仕組みを構築することが重要です。
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尾山： 私は、気候レジリエンスの領域でも、更な
るイノベーションが生まれるべきだと考え
ています。本来であれば避けられなかった
損失を最小限に抑えつつ、その価値を別の
形で転化させられれば、本日の重要なテー
マであるインセンティブへと繋げていくこ
とも可能なのではないでしょうか。本レ
ポートを通じて関心を持ってくださった
方々と共に、新たなイノベーションを創出
できれば、それこそが本取組の大きな成果
になると期待しています。

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
サステナビリティ室尾山耕一
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本部では、物理的リスクの概要や企業に
物理的リスク分析・対策が求められる背景を概説する
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近年、気候変動の進行に伴い、自然災害や異常気象が激甚化・頻発化しており、今後更に気候変動
が進行するにつれて、様々な物理的リスクによる民間企業への影響が拡大することが危惧されてい
る。世界経済フォーラム（WEF: World Economic Forum）の調査1によれば、調査の対象となった企
業のうち、70％が急性の物理的リスクを、51％が慢性の物理的リスクを経営上重要なリスクとして
特定している。それらの物理的リスク2の将来的な財務的影響額は6,640~7,720億ドル（約100~120
兆円）に上り、これは該当企業の年間売上高の約10%、時価総額の4%に相当すると試算されてい
る。これらのリスクへ対応するコストは36億ドル（約5.6兆円）と見込まれている。また、スイスの
損害保険会社SwissRe3の調査によれば、気候変動の深刻化に伴う物理的リスクによる全世界の総
GDP損失は増加の一途を辿ることが見込まれており、2050年には全世界の総GDP損失は最大18.1%
に上る可能性があると試算されている。

第１章 物理的リスクとは何か

1. WEF, “Accelerating Business Action on Climate Change Adaptation”, 2023.
2. 物理的リスクは、大きく慢性リスクと急性リスクに分類される。慢性リスクは長期的な気候パターンの変化に伴

い生じるリスクを指し、海面上昇や平均気温の上昇などが含まれる。急性リスクは突発的な自然災害や異常気象
によって引き起こされるリスクを指し、豪雨、台風、洪水、土砂災害、山火事などが含まれる。

3. “The economics of climate change: no action not an option”, SwissRe Institute, （2025/2/18アクセス）

https://www3.weforum.org/docs/WEF_Climate_Change_Adaptation_2023.pdf
https://www.swissre.com/institute/research/topics-and-risk-dialogues/climate-and-natural-catastrophe-risk/expertise-publication-economics-of-climate-change.html
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物理的リスクには以下に詳述するように様々な特性があり、企業は対策を講じる上でこれらの特性
を認識・理解する必要がある。

① 多種性
気候変動による物理的リスクは、台風や洪水のような異常気象の激化など短期的な事象に起因する
「急性リスク」と、海面上昇や平均気温の上昇・降水パターンの変化などの「慢性リスク」の2種類
に大きく分類される。具体的な例としては、急性リスクとしては「豪雨」、「洪水・内水氾濫」、
「台風・竜巻」、「高波・高潮」、「山火事」、「土砂災害」、「熱波」、「干ばつ」など、慢性
リスクとしては「海水温の変化」、「平均気温の変化」、「降水・降雪パターンの変化」、「海洋
酸性化」、「海面上昇」、「水質の変化」、「潮流の変化」、「生態系の変化」などが挙げられ
る。

② 相互関連性
更に、物理的リスクの特性として様々な種類のリスクが相互に作用し、影響が複合化し得ることに
留意する必要がある。例えば、平均気温の上昇や平均的な降雨量の減少が、熱波・干ばつの一因と
なり、更に干ばつによって土壌の吸水性が下がっているところに豪雨が発生すれば、洪水が発生し
やすくなる。つまり、ある気象現象が他の気象現象のトリガーとなり、影響が連鎖していくという
特性がある。

これにより、企業には直接・間接双方の影響が生じ得ることに留意するべきである。例えば、食
品・飲料業の企業では、洪水や台風の影響で自社の生産設備が損壊するといった直接的なリスクが
ある。加えて、干ばつにより農林水産物の収量が減少することにより、原材料の調達コストが上昇
するといった間接的なリスクも存在する。

③ セクター固有性
また、物理的リスクの影響は企業の業態や事業内容によって大きく異なり得る。例えば熱波が生じ
た場合、食品・飲料業では、農林水産物の収量の減少による調達コスト増・生産量減少が重要なリ
スクである一方、建設業では屋外で作業する作業員の熱中症増加が大きなリスクとなる。

④ 局所性
気象は地域によって大きく異なるため、その影響も地域によって大きく異なり得る。ある地域で局
所的な豪雨が発生し、そこに所在する生産拠点が被災して操業停止した場合でも、豪雨が発生しな
かった別の地域に所在する生産拠点では通常通り操業が継続できるといった場合も当然ながら生じ
得る。

第１章 物理的リスクとは何か
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第３節 ｜ 物理的リスクによる企業への財務的影響
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物理的リスクは、企業に莫大な財務的影響をもたらし得るため、実効性のある対策の検討が喫緊の
課題である。例えば、自動車製造業のマツダは、2018年7月に発生した西日本豪雨の影響で、広島市
の本社工場と山口県防府市の防府工場の自動車工場で生産台数が減少し、その結果として約280億円
の損失が生じたと概算している。

マツダの発表によれば、両工場では、生産設備への直接的な被害は生じなかったものの、交通機関
の停止により従業員の通勤に支障が生じた影響で、8~9月の生産量を抑えて操業した。これによっ
て、7月から9月初旬までの車両生産台数は当初計画の18万8000台から4万4000台まで減少した4。

企業に大きな財務的影響を及ぼしているのは風水害のみではない。SMBC日興証券のレポートによ
れば、2025年1月に発生した米国ロサンゼルスにおける山火事に伴う保険金支払いによる負担額につ
いて、東京海上ホールディングス160-250億円、MS&ADインシュアランスグループホールディング
ス250－370億円、SOMPOホールディングス200－300億円、計610-920億円に及ぶ可能性があると
の試算を示した5。

前節で述べたように、物理的リスクには様々な種類があり、企業は自社にとってマテリアルなリス
クを特定し、それに対して適切な対策を講じる必要がある。図１に示した通り、民間企業の物理的
リスクへの対策などに関する情報を取りまとめた国立環境研究所「気候変動適応情報プラット
フォーム」の情報によれば、企業が対策を講じている上位3種のリスクは「気温上昇」、「異常気
象の頻度・強度の増大」、「健康への影響」であり、特にこれらのリスクを重要リスクと特定し、
対策を講じている企業が多い。

第１章 物理的リスクとは何か

4. マツダ株式会社「平成30年7月豪雨にともなう生産等への影響（損失発生）について（2018/9/21）」
（2025/2/28アクセス）

5. Bloomberg「国内損保３社で900億円超の損失も、ロス山火事で業績影響－専門家（2025/1/14）」（2025/2/28
アクセス）

https://newsroom.mazda.com/ja/publicity/release/2018/201809/180921a.pdf
https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2025-01-14/SQ29RUT0G1KW00
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6. 国立研究開発法人 国立環境研究所 「気候変動適応情報プラットフォーム > 開示トレンド」 （2025/2/28アク
セス）※ A-PLAT「業種別開示トレンド」における268件のリスクに対する549件の対応策掲載事例を対象に作
成（物理的リスク・対応策の分類はEYによる）

https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/tcfd-scenario-analysis/trend/
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株式会社ウェザーニューズ 執行役員 気候テック事業部長 鈴木孝宗

気候変動による急性・慢性の物理的リスクの財務影響は非常に大きい。そのリスクは各企業が
属するセクターのみならず、製造、物流、調達などバリューチェーンごとに大きく異なってい
る。一方、物理的リスクの分析・公開の方針やアプローチは、企業によって様々である。本コ
ラムでは、気象会社の視点から気候変動影響分析について解説し、企業担当者の皆様がこれを
「自分ごと」として捉え、情報開示に繋げる一助となれば幸いである。

地球環境は、かつてなかった危機的状況にある。それは現在の気象現象をみれば一目瞭然だろ
う。日本では、2024年秋の気温は全国的に平年を大きく上回り、平均気温偏差は過去最高を記
録している。

目を世界に向ければ、あちこちで異常な気象現象が報告されている。2024年11月、アマゾン川
最大の支流ネグロ川は、記録的低水位となった。ブラジル国立水・基礎衛生庁(ANA)は、「ブ
ラジル領土の100％が干ばつ状態」と公表。同国で生産が盛んなオレンジは、高温と作物への感
染症の蔓延で収量が激減した。世界のオレンジジュースの価格は2024年初めから50%以上も上
昇した。日本で暮らす私たちも「他人ごと」ではなくなった。

今後、気候変動が進行するにつれて、物理的リスクの影響は、激甚化が想定されている。短期
～中期～長期という時間軸ごとに、異なる影響をもたらすだろう。

以下、ウェザーニューズによる物理的リスク分析の活用事例について解説してみたい。

製造業の顧客では、時間軸として中期2030年、長期2050年を想定し、空間軸として主に日本・
中国・東南アジアの主要な製造拠点（工場）および事業所を対象として物理的リスク評価を実
施した。急性リスク分析としては異常気象による災害の中から、特に影響が大きい洪水による
事業停止及び資産毀損額についての分析を実施した。具体的には、浸水シミュレーションモデ
ルに気候シナリオに応じた気候データをインプットし、再現期間ごとに、より詳細な浸水深を
導き出して財務影響評価を実施した。また、台風起因の強風による建物の損失について気候
データをもとに対象となる建物ごとの諸元に照らし合わせて損失額についても評価した。

慢性リスク分析としては、気温上昇に伴う熱中症による労働生産性への影響についての分析を
実施した。具体的には、気候データから当該対象地点の暑さ指数を算出し、熱中症による生産
への影響を評価し、財務への影響を算出した。

19第１章 物理的リスクとは何か
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また、食品メーカーの顧客では、慢性リスク分析として原材料調達に対して気候変動が及ぼす
リスクと機会を分析した。具体的には、気温上昇による穀物の収穫量の増減による調達への影
響を産地ごとに分析。その結果、農業生産の縮小に伴う仕入価格高騰、原材料の品質悪化、物
流網寸断による原料入手困難、生産停滞などのリスクが浮き彫りとなった。

金融機関の顧客では、被災によって一定期間不稼働期間が発生することによる信用力変化に着
目して、与信関係費用の試算に関する分析サポートを実施した。具体的には、国内再エネ関連
プロジェクトファイナンスのうち「太陽光発電プロジェクト」を対象に、急性リスクの「土砂
災害」と「積雪」による器材の損壊に関する分析を行った。土砂災害の発生するリスクを2℃上
昇時、4℃上昇時の年間あたりの発生頻度を分析。また積雪重量についても同様に気候シナリオ
に基づいて分析し、積雪重量によるパネルの損壊への影響についての分析を実施した。

20第１章 物理的リスクとは何か
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第 章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

第１節 ｜ 開示基準の概要・動向
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近年、気候変動による異常気象や自然災害の頻発・激甚化に伴い、気候変動が企業活動に与える影
響が顕在化する中で、物理的リスクへの対応を要請・推奨する各種の開示基準が策定・公開されて
いる。（図2参照）

第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

図2 国内外の開示基準・法令の概要・動向

… 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

国
際
開
示
基
準

欧
米

日
本 2021/6

コーポレートガバナンス・コード改訂
（*2022/4~順次適用）
東証プライム市場上場企業に対してTCFD相当
水準のサステナビリティ情報の開示を義務化

2017/6 TCFD最終報告書公表
企業に対し、気候変動関連リスク、及び機会に関する取組を
「ガバナンス・戦略・リスク管理・指標と目標」の観点から
開示することを推奨

2023/1
「企業内容等の開示に関する内閣府令」等 改正令 公布・施行
有価証券報告書における「サステナビリティに関する企業の取組の
開示」が義務化

2025/3末 
SSBJ確定基準公表
日本企業向けにIFRS S1
とS2に相当する国内基
準の確定版を公開

TCFD

東証 内閣府

2023/6 IFRS S1/S2（ISSB）最終案公表
（*2024/1~適用開始）
大枠はTCFDに準拠しつつ産業別個別ガイダンスの公表や、
事業影響（財務パフォーマンスやキャッシュフロー）、
気候レジリエンス評価等、より踏み込んだ内容を要求

IFRS

SSBJ

2022/11
CSRD ESRS 承認（*2024/1~順次適用開始）
欧州企業・一定基準を満たす域外企業に対してTCFD
相当水準のサステナビリティ情報の開示を義務化

2022/3
米国SEC気候関連開示規則公開草案公表
米国市場における上場企業に対してTCFD相当水準の
サステナビリティ情報の開示を義務化する草案を公表

2025/2 オムニバス法案公表
CSRDの適用開始時期、適用範囲、
バリューチェーンの要求事項などを
緩和する内容を含んだ法案を公表

SEC EU EC

2017年にはTCFD7から、「TCFD提言（最終報告書）」が公開された。当該報告書は「一貫性、比
較可能性、信頼性、明確性をもつ、効率的な気候関連の財務情報開示を企業へ促す」ことと「投資
家等に適切な投資判断を促す」ことを目的として検討・公開されたもので、企業に対して気候変動
のリスクと機会に関する取組の情報を「ガバナンス・戦略・リスク管理・指標と目標」の4つの観点
から開示することを推奨している。この2017年のTCFD提言の公開以降、気候変動に関連する情報
の開示の必要性が認識され、多くの企業が対外的に気候変動に関する情報の開示を始めた。

7. TCFD（Task Force on Climate-Related Financial Disclosures、気候関連財務情報開示タスクフォース）は、企業
が気候変動に関連するリスクや機会を財務情報として開示することを推進する国際的な枠組みである
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第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

近年では、TCFD提言以上に高度な内容の開示を求める基準の策定・公開や、サステナビリティ情
報の開示が任意から義務化に移行する動きが強まっている。TCFDの事実上の後継組織であるISSB8

は2023年に、TCFD提言よりも更に高度なサステナビリティ情報の開示を要求するIFRS S1・S29の
最終草案を公開した。また、2024年1月には欧州企業（または売上規模などに関する一定の条件を満
たした域外企業）に対してサステナビリティ情報（ESG情報全般）の開示を義務化するCSRDが一
部適用開始された。（※ただし、2025年2月に欧州委員会（EC）が公表した「オムニバス法案」で
は、企業のサステナビリティ開示の負担を軽減することを目的に、CSRD10の適用時期、適用範囲、
バリューチェーンの要求事項などを緩和する内容が示された。）また、日本でもIFRS S1/S2に相当
する国内基準の策定が進んでおり、SSBJ11は2025年3月に日本版S1/S2開示基準を公表した。

このように、国際的に企業の物理的リスクの分析・対策および、関連する情報の開示を求める国際
的な潮流は大局的に見れば、ゆるやかに加速しており、物理的リスクの分析・対策の必要性は一層
高まっている。

8. ISSB（Internal Sustainability Standard Board、国際サステナビリティ基準審議会）は2021年に企業のサステナビ
リティ情報開示の国際基準を策定するために、 IFRS財団によって設立された組織である。

9. IFRS S1・S2は、ISSBが2023年6月26日に公表した、企業のサステナビリティ情報開示に関する基準であり、サ
ステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項を規定したS1号と、気候関連のリスクや機会に関す
る情報を開示する際の基準を規定したS2号からなる。

10. CSRD（Corporate Sustainability Reporting Directive、企業サステナビリティ報告指令）はEU法に基づく企業の
サステナビリティ関連情報の報告に関する規制。主に大企業や上場企業を対象とし、社会問題や環境問題による
リスクと、事業活動が人々や環境に与える影響について定期的に報告書することを義務付けるものである。

11. SSBJ（Sustainability Standard Board of Japan、サステナビリティ基準委員会）は日本の財務会計基準機構の内部
組織であり、国際的なサステナビリティ開示基準の開発への意見発信や国内基準の開発を行うため、2022年7月1
日に設立された。

バリューチェーン全体
バリューチェーン全体

※「報告企業のビジネス・モデル及び当該企業が
事業を営む外部環境に関連する、
相互作用、資源及び関係の全範囲」

バリューチェーン全体

原則任意
（一部国・地域では義務化）

※日本ではCGコードの2021年改訂により、
プライム上場企業のTCFD対応が義務化

IFRS適用地域では義務化
（日本では現状任意）

※日本ではIFRSは使用を認めているものの、
義務化をしていない。

ただし、日本版のIFRS S1/S2に相当するSSBJが
2024年3月現在検討中であり、

将来的に強制力が発生する可能性あり

CSRD適用企業は義務

範
囲

強
制
力

分
析
手
法

定量・定性分析
定量分析（原則）

※リスクの性質、企業がスキル・
能力・リソースに鑑みて

定量的分析が困難な場合、定性分析も許容

定量分析（原則）
※E（環境）に関する財務的影響額は原則定量分析を要求しているが、

適応開始初年度は省略することを許容、開始から3年は
質的開示を許容している

要
請
水
準

要請事項

※一部抜粋

「戦略」では
以下事項の開示を要求

•「組織が識別した短期・中
期・長期で気候変動のリスク
と機会、その特定方法と対処
法の説明」

•「気候関連のリスクと機会が
組織のビジネス、戦略及び財
務計画に及ぼす影響の説明」

•「2℃或いはそれを下回る将来
の異なる気候シナリオを考慮
し、当該組織の戦略のレジリ
エンスの説明」

「戦略」では以下の開示を要求

•「企業の見通しに影響を及ぼすと合
理的に予想される気候関連のリスク
と機会」

•「気候関連のリスクと機会が、企業
のビジネスモデルおよびバリュー
チェーンに及ぼす、現在および予想
される影響」

•「気候関連のリスクと機会が、気候
関連の移行計画を含む、企業の戦略
と意思決定に与える影響」

•「気候関連のリスクと機会ついての
以下の開示（①報告期間における財
務的影響、②短期・中期・長期の将
来において予想される財務的影響、
財務計画への織り込み、③企業の戦
略とビジネスモデルの気候変動に対
するレジリエンス）

ESRS2 SBM（戦略とビジネスモデル）では
以下の開示を要求

•マテリアリティ評価の結果による、マテリアルなイ
ンパクト、リスクと機会の簡潔な説明

•マテリアルなインパクト、リスクと機会のビジネス
モデル、バリューチェーン、戦略、および意思決定
への現在および予期される影響と対応策

•マテリアルなインパクトの正と負のインパクトの詳
細

•マテリアルなリスクと機会がもたらす現在の財務的
影響と、報告された資産・負債に対して次の年次報
告期間内に変更可能性のあるマテリアルなリスクと
機会

•マテリアルなインパクト、リスクに対処し機会を活
用する能力に関する、戦略とビジネスモデルのレジ
リエンス

•前回の報告と比較したマテリアルなインパクト、リ
スクと機会

TCFD IFRS S1/S2 CSRD ESRS

図3 TCFD提言/ISSB・SSBJ/CSRDの要求・推奨事項対照表
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第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

深刻化する気候リスクと
バリューチェーン戦略への影響

三井住友信託銀行株式会社 ESGソリューション企画推進部 フェロー役員 三宅 香

企業活動は、原材料の調達から製造、物流、販売に至るまで、複雑なバリューチェーンによっ
て支えられている。気候変動による影響は、このバリューチェーンのあらゆる段階で発生する
可能性があり、一つの工程での混乱が連鎖的に波及し、事業全体に大きな影響を及ぼすことが
ある。そのため、自社の直接的な事業活動だけでなく、バリューチェーン全体を通じた気候変動リ
スクの把握と対応が不可欠となっている。このような認識のもと、バリューチェーン上の物理的リ
スク分析の必要性がクローズアップされている。その背景には、以下のような重要な事象がある。

一つ目は、なんと言ってもこの数年確実に激甚化している気候災害による被害の顕在化であ
る。企業としては、当然、対応へのコストを経営に組み込まざるを得ない。振り返ってみる
と、TCFDに沿った開示が始まった当初、２℃と４℃のシナリオ分析でリスクと機会を列挙し
ながらも、現実味を持って本当にどのような世界観なのかを理解していた企業は少なかったの
ではなかろうか。実際、開示された分析の多くが、大きなリスクとして2℃に抑えるための規制
強化や炭素税導入によるコストアップを挙げていた一方、2℃の世界における物理的な被害額や
影響度を「軽微」としていた。当時はまだ被害額の算出や2℃や4℃の世界のシミュレーション
も少なく、企業としては「よく分からない」というのが本音だったのかもしれない。しかし、
現実的に豪雨災害などへの対応のための費用が嵩み、損害保険の掛け金が増加したりしている。

二つ目は、気候変動とは直接関係ないが、コロナによるパンデミックであろう。最大限にコス
トの最適化を追求し複雑にグローバル化したサプライチェーンが機能不全に陥るのを目の当た
りにした。企業としても、サプライチェーンの在り方を考え直さなければならなくなった。

三つ目は、AIの発展だろう。先に書いた通り、10年弱前には、企業がTCFDの分析で災害の影
響額を数値化するのは容易ではなかったが、AIの出現で景色が変わった。様々なデータも蓄積
されてきて、それらのデータへのアクセスも可能になってきている。企業が将来のリスクに対
してどれだけの備えができているかは、その企業の将来価値に影響するとして、投資家も当然
意識するものであり、関連のデータや分析を提供するサービスも出現している。

気候変動による物理的リスクは、複雑化したバリューチェーンを通じて予期せぬ形で企業経営
に影響を及ぼす可能性がある。近年の気候災害の激甚化やパンデミックの教訓、そしてリスク
分析技術の進展は、企業にバリューチェーン全体を通じた包括的なリスク評価と対策の必要性
を突きつけている。脱炭素社会の実現に向けた取組を継続・強化していくことは企業の重要な
責務であるが、同時に、高まる物理的リスクに対してバリューチェーン全体での適応策を講じ
ることも、今や経営の必須要件となっている。

コラム
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企業が物理的リスクの分析・対策に取組むべき理由は単に、開示基準の要請への対応に留まらな
い。近年、投資家・金融機関や、取引先・顧客など社外の重要なステークホルダーが企業のレジリ
エンスに関して関心を強めており、対策が不十分であれば資金獲得や顧客獲得・維持に影響が生じ
る可能性がある。

 投資家・金融機関

投資家・金融機関にとって、投融資先から資金が回収できるかというのは非常に大きな問題であ
る。そのため、投融資先企業の事業継続性や財務パフォーマンスに多大なる影響を与え得る物理的
リスクと企業のそれに対するレジリエンスに大きな関心を寄せている。

金融機関に対して投融資先の物理的リスクを適切に把握・分析することの重要性が国際的にも認識
されつつある。金融機関の監督における国際協力の推進を目的として活動するバーゼル銀行監督委
員会は2022年6月に「気候関連金融リスクの実効的な管理と監督のための諸原則」と題する最終文書
を公表した。本諸原則は、気候関連金融リスクの管理に係る実務の改善と国際的に活動する銀行及
び当局のための共通のベースラインの提供を企図して公表されたものであり、銀行に気候関連財務
リスクを把握してモニタリングすることを求めている12。また、UNEP FIは、物理的リスクが銀行
の与信先企業の財務健全性に重要な影響を及ぼし、銀行にとって大きなリスク（または機会）を生
み出す可能性があるとして、銀行がTCFDのフレームワークに即して与信先の物理的リスクを適切
に評価することの重要性を訴えている13。 

 顧客・取引先

自然災害や異常気象などのリスクが顕在化しても、変わらず製品・サービスの提供を継続し、品質
を維持することは顧客への提供価値の最大化に繋がるため、レジリエントな事業基盤の確立は顧
客・取引先の期待に応えることにも繋がる。気候変動の緩和の文脈では、Scope3のGHG排出削減要
請が強まっていることを背景に、サプライチェーンの上流の取引先にも排出削減を要請する企業が
増えており、中にはそれを調達要件の一部として排出削減に消極的な企業がサプライチェーンから
淘汰されるような動きが広まっている。今後、適応の必要性がより強く認識される中で、物理的リ
スクに対する一定のレジリエンスを証明することが取引先から求められるようになる可能性も排除
できないだろう。

第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由
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また、自然災害・異常気象などの物理的リスクによる被害が激甚化・頻発化している中で、顧客・
取引先のニーズが変化することに応じて、新たな事業機会が生まれている。このような事業機会を
特定し、事業戦略に織り込んでいくことが持続的な企業価値向上に繋がるためにも、物理的リスク
の分析は必要不可欠である。例えば、耐水性の高い住宅やビル、高温少雨に強い新たな品種の農産
物、山火事や洪水など自然災害・異常気象の発生をリアルタイムで予測・モニタリングし、リスク
を自動で検知し、アラートを発出するようなITソリューションなど、物理的リスクの顕在化に伴
い、多種多様な製品・サービスに対する需要が高まっている。

 国・地方自治体

2015年のCOP21において採択された国際文書の「パリ協定」では、気候変動の影響に対するレジリ
エンス向上を推進するために、各国に適応計画の策定などが求められることとなった。これを受
け、日本政府は2018年に国が気候変動適応計画を策定することや、気候変動影響評価を実施するこ
となどを定めた「気候変動適応法」が施行された。「気候変動適応法」の中で民間企業に対して
は、「自らの事業活動を円滑に実施するため、その事業活動の内容に即した気候変動適応に努め
る」こと、「国及び地方公共団体の気候変動適応に関する施策に協力するよう努める」ことが要求
されている。

また、国は民間企業の適応を支援・円滑化するために、様々な取組を推進している。その代表的な
例が、国立環境研究所の気候変動適応センターが運営する「気候変動適応情報プラットフォーム」
（以下A-PLAT）である。A-PLATは気候変動影響や適応策に関する科学的知見や適応に向けた様々
な取組などの情報を発信し、地方公共団体、民間企業、個人の適応を支援している。民間企業に向
けては、気候変動リスク分析や適応策の検討に資する様々なデータや事例などの情報をワンストッ
プで提供している。

行政機関のレベルでは、関係府省庁はお互いに連携しつつ、民間企業の適応を支援する様々な取組
を推進している。例えば、環境省は2018年に気候変動の事業活動への影響と適応取組の基本的な進
め方、民間企業が適応に取組むメリットなどを民間企業の担当者向けに取りまとめたガイドである
「民間企業の気候変動適応ガイド －気候リスクに備え、勝ち残るために－」を公開し、2022年には
その改訂版が公表された。また、国土交通省は、民間企業の気候関連情報開示における物理的リス
ク分析のうち、特に洪水に関するリスク評価の手順について取りまとめた手引き「TCFD提言にお
ける物理的リスク評価の手引き～気候変動を踏まえた洪水による浸水リスク評価～」を2023年に公
開した。

また、地方自治体も民間企業の適応を支援するために様々な取組を推進している。例えば、栃木県
は、県内で活動する中小企業者等が実施する気候変動対策に資する取組や製品開発を支援するため
に100万円を上限とした「気候変動対策ビジネス等創出支援補助金」制度を有している。

民間企業はこれらの国・地方自治体の期待を理解した上で、彼らから提供される情報や支援を活用
しつつ連携することで、物理的リスクの分析・対応を効果的に進めることができる。

第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由
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以上のように、地球温暖化の影響により気候変動に伴う自然災害が激甚化する傾向にあり、企業の
物理的リスクの影響も大きくなっている。物理的リスクを含む情報開示について、国際的な開示基
準の整備と義務化が進んでいる。また企業活動への影響と対策について、ステークホルダーからの
関心も高まっている。企業には、自社への物理的リスクの影響を適切に把握し、効果的な対策を講
じ、それらを情報開示することが求められている。次章では、企業が実際に物理的リスクの分析・
対策を実施する上での、進め方とその要諦を概説する。

12. 金融庁「バーゼル銀行監督委員会による「気候関連金融リスクの実効的な管理と監督のための諸原則」の公表に
ついて」（2025/3/24アクセス）

13. UNEP FI “Navigating a New Climate: Assessing Credit Risk and Opportunity in a Changing Climate”, (2018).

第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

https://www.fsa.go.jp/inter/bis/20220616/20220616.html#:%7E:text=%E6%9C%AC%E6%96%87%E6%9B%B8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%93%E5%B9%B411%E6%9C%88%E3%82%88%E3%82%8A%E5%AE%9F%E6%96%BD%E3%81%97%E3%81%9F%20%E5%B8%82%E4%B8%AD%E5%8D%94%E8%AD%B0,%E3%81%AE%E7%B5%90%E6%9E%9C%E3%82%92%E8%B8%8F%E3%81%BE%E3%81%88%E3%81%A6%E6%9C%80%E7%B5%82%E5%8C%96%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%9F%E3%82%82%E3%81%AE%E3%81%A7%E3%80%81%E9%8A%80%E8%A1%8C%E5%8F%8A%E3%81%B3%E7%9B%A3%E7%9D%A3%E5%BD%93%E5%B1%80%E3%81%AB%E5%AF%BE%E3%81%97%E3%81%A6%E4%BB%A5%E4%B8%8B%E3%81%AE%E8%A8%8818%E3%81%AE%E5%8E%9F%E5%89%87%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82%20%E6%9C%AC%E8%AB%B8%E5%8E%9F%E5%89%87%E3%81%AF%E3%80%81%E6%B0%97%E5%80%99%E9%96%A2%E9%80%A3%E9%87%91%E8%9E%8D%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E3%81%AE%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AB%E4%BF%82%E3%82%8B%E5%AE%9F%E5%8B%99%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%96%84%E3%81%A8%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E7%9A%84%E3%81%AB%E6%B4%BB%E5%8B%95%E3%81%99%E3%82%8B%E9%8A%80%E8%A1%8C%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%BD%93%E5%B1%80%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AE%E5%85%B1%E9%80%9A%E3%81%AE%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%81%AE%E6%8F%90%E4%BE%9B%E3%82%92%E4%BC%81%E5%9B%B3%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82%20%E8%A9%B3%E7%B4%B0%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%8D%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BB%A5%E4%B8%8B%E3%82%92%E3%81%94%E8%A6%A7%E3%81%8F%E3%81%A0%E3%81%95%E3%81%84%E3%80%82
https://www.fsa.go.jp/inter/bis/20220616/20220616.html#:%7E:text=%E6%9C%AC%E6%96%87%E6%9B%B8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%93%E5%B9%B411%E6%9C%88%E3%82%88%E3%82%8A%E5%AE%9F%E6%96%BD%E3%81%97%E3%81%9F%20%E5%B8%82%E4%B8%AD%E5%8D%94%E8%AD%B0,%E3%81%AE%E7%B5%90%E6%9E%9C%E3%82%92%E8%B8%8F%E3%81%BE%E3%81%88%E3%81%A6%E6%9C%80%E7%B5%82%E5%8C%96%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%9F%E3%82%82%E3%81%AE%E3%81%A7%E3%80%81%E9%8A%80%E8%A1%8C%E5%8F%8A%E3%81%B3%E7%9B%A3%E7%9D%A3%E5%BD%93%E5%B1%80%E3%81%AB%E5%AF%BE%E3%81%97%E3%81%A6%E4%BB%A5%E4%B8%8B%E3%81%AE%E8%A8%8818%E3%81%AE%E5%8E%9F%E5%89%87%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82%20%E6%9C%AC%E8%AB%B8%E5%8E%9F%E5%89%87%E3%81%AF%E3%80%81%E6%B0%97%E5%80%99%E9%96%A2%E9%80%A3%E9%87%91%E8%9E%8D%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E3%81%AE%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AB%E4%BF%82%E3%82%8B%E5%AE%9F%E5%8B%99%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%96%84%E3%81%A8%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E7%9A%84%E3%81%AB%E6%B4%BB%E5%8B%95%E3%81%99%E3%82%8B%E9%8A%80%E8%A1%8C%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%BD%93%E5%B1%80%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AE%E5%85%B1%E9%80%9A%E3%81%AE%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%81%AE%E6%8F%90%E4%BE%9B%E3%82%92%E4%BC%81%E5%9B%B3%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82%20%E8%A9%B3%E7%B4%B0%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%8D%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BB%A5%E4%B8%8B%E3%82%92%E3%81%94%E8%A6%A7%E3%81%8F%E3%81%A0%E3%81%95%E3%81%84%E3%80%82
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第２章 企業に物理的リスク分析が求められる背景・理由

金融機関から見た投融資先への期待

株式会社三菱UFJ銀行 ソリューション本部サステナブルビジネス部

金融機関が融資を検討する際、お客様の事業内容を理解し、その継続性を踏まえて判断を行
う。この判断には、開示情報や個別に受け入れる財務情報等をもとに、お客様の属する産業の
動向や技術・商品・サービスの強みや事業計画等、財務情報以外の定性・定量的な非財務情報
も総合的に分析している。最近では、非財務情報としてサステナビリティ関連情報も徐々に活
用され始めている。

サステナビリティテーマは多岐にわたり、各社がこれらのテーマについてステークホルダーに
説明し、理解を得ることは容易ではない。そこで、TCFD等のフレームワークが、自社の活動
を客観的に分析する「レンズ」として活用し、自社の活動を「言語化」し、発信・説明してい
く重要なツールと考えられる。そして、このツールを用いて数字のロジックを含む過去の実績
とその進捗を開示し、今後の計画を明確に記載することが重要である。

物理的リスクについても同じ文脈で考えることができる。TCFD提言に基づくシナリオ分析・
開示は一定程度普及したものの、分析の前提や開示について統一された基準がない等の課題が
ある。それでも、物理的リスクを算定し自社への影響を分析することは、気候変動によるリス
クと自社への影響を「言語化」し、ステークホルダーへ自社の持続性を説明することに繋がっ
ていく。

現在発生している様々な災害の激甚化やIPCCが公表している将来の気候シナリオを踏まえる
と、緩和だけでなく適応対応にも注力する必要があり、その観点でも物理的リスクの評価も重
要。物理的リスクの算定とその影響の分析や開示を進めるためには、ISSBやCSRDなどの法定
開示規制により、物理的リスクを含む非財務情報の分析・開示のルールが整備され、かつ第三
者保証等により信頼性が担保されていく潮流（作成者の負担を考えたものとして欲しいところ
だが）は、関係者で理解を共有する共通言語として、有益である。この潮流も踏まえ、物理的
リスクの定量的な分析、開示、適切な対応策の実行が進展することを期待する。一方、開示規
制上、財務に影響を与えるリスクの識別や財務影響は開示企業の判断に委ねられている部分が
多く、単純な定量的比較は難しいことに留意が必要である。金融機関としても、このような限
界を踏まえつつ、お客様の適応対応を後押しする支援・エンゲージメントを強化し、社会全体
の気候レジリエンス強化に貢献する役割を担いたいと考えている。

コラム
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本部では、物理的リスクの事業への財務的影響を分析し、
物理的リスクへの対策を講じるための一連の手法を概説する



第 章 物理的リスク分析の全体像

第１節 ｜ 開示基準の概要・動向

１
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第１章 物理的リスク分析の全体像

TCFD提言においては、物理的リスクの財務影響を定量的に分析するための手法を大きく「(1)ガバ
ナンスの整備」、「(2)リスク重要度の評価」、「(3)シナリオ群の定義」、「(4)事業インパクト評
価」、「(5)対応策の定義」、「(6)文書化と情報開示」の6ステップに分けてその手法を紹介してい
る。次節以降では、ステップ(2)～(4)における基本的な進め方とその要諦について概説する。（図4
参照）

図4 物理的リスク分析・対応のステップと要諦

物理的
リスク分析
・対応の
ステップ

各ステップ
の要諦

リスク重要度の評価 シナリオ群の定義 事業インパクト評価 対応策の定義

リスク・機会に
対応するための

具体策の検討・実行

気候シナリオ別の
自然環境の変化と
事業を取巻く環境の

分析・把握

財務的損害影響
（損益計算書、

バランスシートに与える
影響）を分析・評価

情報収集と最新技術の
活用
同業他社のベストプラ
クティスや、最新の適
応ソリューションなど
に関する情報を参考と
することで、自社のレ
ジリエンスを向上に繋
がる検討に資する

具体的な実行計画の策定
あるリスクに対して、
いつまでに、誰が、ど
のような対応策を進め
ていくのか、しっかり
と詳細な計画を策定す
ることが実効性を高め
る

自社の事業構造・特性の
考慮
業種や拠点の所在地な
ど、自社の特性によっ
て、将来の気候変動が
もたらす影響は変わる
ため、それを踏まえた
リアリティのある検討
が必要

ステークホルダーを意識
自社だけでなく、自社
を取り巻くステークホ
ルダーも気候変動の影
響を受けるため、ス
テークホルダーの利
害・行動の変化を把握
することが重要

ロジック・データの
説明性担保
インパクト評価の結果
は分析のロジックや
データに大きく依存す
るため、なぜ特定のロ
ジックやデータが妥当
なのか説明性を担保す
ることが重要

分析結果の妥当性の検証
分析の結果に誤りがな
いか、また現実的な結
果になっているか、
しっかりと社内の様々
な関係者に確認を取り、
必要に応じて分析を修
正することで分析の精
度を高めつつ、社内の
腹落ち感の醸成にも繋
がる

バリューチェーン全体を
俯瞰
自社に直接影響を及ぼ
すリスクのみならず、
バリューチェーンの上
流・下流における間接
的なリスクまで洗い出
す

多様なリスクを網羅
物理的リスクは多岐
にわたるため、慢性
（海面上昇・平均気
温の変化など）・急
性（豪雨・突風・山
火事など）の様々な
リスクを網羅すべき

リスクが事業活動
(生産・営業等)や
バリューチェーンに

与える影響と
その範囲・時間軸の分析
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シナリオ分析の最初のステップとして、企業が現在から将来にかけて直面し得る気候変動の影響に
よる様々なリスクを特定し、その潜在的な影響の重要性を評価する必要がある。具体的には、①対
象となる事業に関するリスク・機会項目を列挙する、②列挙されたリスク・機会項目について、起
こりうる事業インパクトを定性的に表現する、③リスク・機会が現実のものとなった場合の事業イ
ンパクトの大きさを軸にリスク重要度を決定する、といった流れで検討を進める必要がある14。その
際には、以下の点が重要となる。

 バリューチェーン全体を俯瞰する

物理的リスクの影響は自社に対する直接的な影響に留まらず、バリューチェーンの上流・下流にお
ける様々な間接的リスクが自社にとって大きな財務的な影響をもたらし得る。例えば、原材料とな
る農産物の収量が異常気象の影響により激減し、価格が大幅に高騰する、または供給が途絶するこ
とにより自社の業務に大きな支障が生じるといった事態が発生し得る。そのため、自社のバリュー
チェーン全体における潜在的なリスクを俯瞰し、網羅的に洗い出した上で、特に重要と考えられる
リスクを特定することが重要である。

 多岐にわたるリスクの影響を把握する

第2部で物理的リスクの特性として言及したように、物理的リスクの種類は慢性（海面上昇・平均気
温の変化など）・急性（豪雨・突風・山火事など）の多岐にわたるため、あらゆる種類のリスクが
自社にどのような影響を及ぼし得るかを網羅的に把握することが重要である。

第２章 リスク重要度の評価

14. 環 境 省 「 TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 
2022年度版～」（2023年）

https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
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「シナリオ群の定義」では「リスク重要度の評価」で特定した重要リスクの定量的な影響を評価す
るにあたって、どのような世界観（＝シナリオ）を想定するかを詳細に定義していく。具体的に
は、①シナリオの選択、②関連パラメータの将来情報の入手、③ステークホルダーを意識した世界
観の整理、という流れで検討を進めていくことになるが15、その際には以下の点が重要となる。

 自社の事業構造・特性の考慮

「シナリオ群の定義」にあたっては、あくまで一般論として将来の気候や事業に関連するデータを
取りまとめるだけでなく、自社の特性や現状を考慮することが重要となる。例えば、自社のサプラ
イヤーの多くが洪水や水害などのリスクの高い地域に位置している場合はリードタイムの長期化や
原材料調達コストの高騰が予測されるなど、自社の事業特性を反映させることで、よりリアリティ
のある精緻かつ説明性の高い分析が可能となる。

 ステークホルダーの変化の把握

気候変動の影響を受けるのは自社だけでなく、政府・投資家・顧客・サプライヤーなどをはじめと
する社外のステークホルダーも然りであるため、各ステークホルダーの利害・行動の変化などを取
りまとめて、想定する世界観を分かりやすく整理した上で、社内の関係部署との認識をすり合わせ
合意形成を図る必要がある。例えば、政府の規制動向の変化、投資家の要求利回りや投資先への要
求事項の変化、顧客の嗜好の変化といった一連の世界観を図などに整理し、視覚的に表現すること
で、より関係部署との調整が円滑に進むことが期待される。

第３章 シナリオ群の定義

15. 環 境 省 「 TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 
2022年度版～」（2023年）

https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
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「事業インパクト評価」では、「リスク重要度の評価」で特定された重要リスクが、「シナリオ
群の定義」で具体化されたシナリオ下において、自社にもたらす財務的な影響を評価する。具体
的には、①リスク・機会が影響を及ぼす財務項目の把握、②算定式の検討と財務的影響の試算、
③成り行きの財務項目とのギャップの把握、という流れで実施する16。その際には、特に以下の点
が重要となる。

 分析ロジック・データの説明性の担保

事業インパクト評価の結果は分析のロジックやデータに大きく依存するため、なぜ特定のロジック
やデータが妥当なのか説明性を担保することが重要となる。各リスク・機会の影響に関しては標準
化された算出方法はないため、他社の開示例や学術論文における推計や、政府のガイドラインなど
を参考にすることで説得性・比較可能性の高い試算となる。例えば、洪水における財務的影響の試
算手法は国土交通省の「TCFD提言における物理的リスク評価の手引き」17に整理されており、一例
を挙げると洪水の影響による営業停止被害の財務的影響は１日当たり売上額×影響日数で算出可能
としており、また、浸水深別に影響日数を示している。

また、算定のロジックによっては売上や原材料の調達額など、社内の実績データを参照する必要が
あるため、ロジックを定義し、算出に活用するデータを検討した上で、社内の関係部署と調整し、
必要なデータを収集する必要がある。留意すべきは、往々にしてこの段階で、どこにデータがある
のか分からない、社内のどこの部署が所管なのか分からないといった事態が発生し得るため、デー
タの収集には十分なリードタイムを設けておくことが望ましい。

 分析結果の妥当性・正確性の検証

試算の内容に誤りがないかをしっかりと確認できる体制・プロセスを構築することが重要である。
膨大な量の計算に及び、かつ人の手によるものである場合が多いため、入力されている数値に誤り
がないか、スプレッドシートの計算式や参照先に不備はないかを二重、三重に確認する体制を設け
ることが望ましい。

また、実際に試算をした段階で不自然に大きすぎる数値が出ていないかなどを確認する必要があ
る。例えば、費用が2倍や3倍にもなり、利益がマイナスになり赤転してしまうような結果になった
場合は、試算のロジックやデータの数値に非現実的なところがないか、関係者間で協議した上で、
必要に応じて見直しをかけることが望ましい。こういった社内確認のプロセスを経ることで分析の
精度が向上するだけでなく、社内の理解度・納得感が高まることにも繋がる。

第４章 事業インパクト評価

16. 環 境 省 「 TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 
2022年度版～」（2023年）

17. 国土交通省「TCFD提言における物理的リスク評価の手引き」（2023年）

https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
https://www.env.go.jp/content/000118155.pdf
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tcfd/index.html
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第４章 事業インパクト評価

金融機関の物理的リスク分析

株式会社三菱UFJ銀行 融資企画部 サステナビリティリスク管理室

三菱UFJ銀行では、気候変動に関するリスクの把握・評価や情報開示の重要性を認識し、
「トップリスク管理」において、気候変動に起因するリスクをトップリスクと位置づけ、経営
会議傘下の各種委員会での議論を通じ、リスク認識を共有した上で実効的な対策を講じてい
る。

貸出ポートフォリオの物理的リスクを認識する手段として、シナリオ分析を採用し与信費用を
算出している。分析対象災害については、地域特性や被害の大きさを勘案し、洪水を選定して
いる。分析対象シナリオは、水害が頻発化、大規模化すると想定しているIPCC公表シナリオの
SSP5-8.5を活用している。分析におけるパラメータには、シナリオと整合する災害パターン変
化や被害関数を設定した上で、被災に伴う業務停止や資産毀損等の影響を貸出先の財務インパ
クトとして計測している。被災による貸出先の財務インパクトをベースにデフォルト確率を計
算し、ポートフォリオ全体への影響を測っている。

コラム

シナリオ分析のプロセス

パラメータ選定 各種災害のリスクマップや発生確率等の必要なデータを入手、
若しくは計算

分析対象災害の選定 地域特性、災害による被害の大きさなども踏まえ、
分析対象となる災害の優先順位を策定

地理データの作成 各種取引先のロケーションデータやサプライチェーンデータから
分析対象となる資産を特定

直接影響試算 間接影響試算

担保資産などの既存度合いを推計 顧客へのビジネス影響を推計

影響推計・集計・報告

本分析プロセスにおける課題は、災害パターン変化や被害関数に関するデータの取得である。
事業停止に伴い収益機会が失われる間接影響と、貸出先の保有する資産価値等が毀損する直接
的な影響を勘案している。これらのパラメータについては、以下の条件を満たすデータを活用
している：
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・気候科学に基づいていること

・参照したIPCC公表シナリオと整合すること

・地域メッシュが十分に細かいこと

・前提が公開されていることなど

これらの条件に基づき、外部専門家の助言を踏まえて官公庁公表の統計値や協働研究機関から
情報提供を受けたデータを活用している。なお、推計与信費用はあくまで外部機関が作成した
シナリオや簡易的な前提に基づく試算値であることを念頭に、結果を解釈する必要がある。

先進的な事例では、既存のリスク管理手法との統合を念頭に、短期的に発現し得るリスクを適
切に見積もる手法が検討され始めており、その際にトラックレコードが存在せず、またリスク
が長期にわたって発現することが想定されるという気候変動リスクの特性を考慮することが必
要と考えている。
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【対談】物理的リスク分析・対策における現状と課題

気候変動レジリエンス強化協議会の会員企業である、東京海上ホールディングス株式会社(以下、東
京海上) 、株式会社ウェザーニューズ(以下、WNI) 、EYストラテジー・アンド・コンサルティング
株式会社（以下、EY）は、損害保険・気象データ分析・コンサルティングというそれぞれ異なるア
プローチから企業のレジリエンス向上を支援している。今回は東京海上、WNI、EYから、それぞれ
小野高宏氏、鈴木孝宗氏、尾山耕一氏が集まり、物理的リスク分析・対策における課題や企業がレ
ジリエンス向上に向けて外部のサービスプロバイダーを起用する際の要諦などをテーマに議論し
た。

第４章 事業インパクト評価
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企業に求められる物理的リスク分析・対策：
より定量的で精緻な事業影響の把握が必要

尾山： 近年、日本版のISSBでもあるSSBJの確定基準が2025年3月に公開され、欧州ではCSRDが
2024年から順次段階的に適用開始になる等、国際的に企業の物理的リスク分析・対策を求め
る風潮が高まっていますが、このような情勢の中で、企業にはどのような物理的リスク分
析・対策が求められるでしょうか。

鈴木： 一つの大きな流れとしては、企業には定性的な分析ではなく、より定量的な分析が求められ
ることが挙げられると考えています。近年、当社が支援している多くのクライアントの中で
も、ISSB・SSBJの動きを注視している企業が増えており、定量的な分析を実施する企業が増
えていると感じています。また、定量分析において二つの重要なトレンドがあると感じてい
ます。一つは従前から多くの企業が分析していた洪水・高潮以外のリスク、例えば山火事な
どに関して分析対象が広がっていること、もう一つはリスクだけでなく、機会の定量化を図
る企業が増えていることです。これらの動向は、より精緻に気候変動の事業・財務への影響
を捉えようとする企業側の意思の表れであると考えています。
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小野： 鈴木さんがご指摘された通りですが、特に欧州へのエクスポージャーが一定程度ある企業は
開示基準の要求水準に応えるためにより精緻な物理的リスクの分析に取組んでいるような印
象を受けています。気候変動の緩和の議論の中でこれまではGHG排出の把握対象が
Scope1/2のみに限られていたのが、Scope3までに広がったように、適応の文脈においてもリ
スク分析のスコープが自社のみからバリューチェーン全体を含むような動きが広がっていま
す。今後、企業には、物理的リスクの分析が合理的な根拠やデータに基づいているか、普遍
的な分析手法に基づいているかといった点を示すことが求められようになると考えていま
す。また、従来は多くの企業において、BCPの策定をはじめとする災害への対策は総務部・
事業部の管轄であったが、将来リスクを考慮した気候変動の影響の分析はサステナビリティ
部等が管轄していることが多いため、今後は部署間の連携強化が課題になってくると考えて
います。

気候変動対策のアプローチ：
自社の知見を活かしてクライアントのレジリエンス向上を支援

尾山： WNI社も東京海上社も、それぞれ違ったアプローチからクライアント企業のレジリエンス向
上を支援されていらっしゃいますが、どのような課題に対してどのようなアプローチから解
決をご支援されておりますでしょうか。また、今後どのようなサービスに対して需要が高ま
るとお考えでしょうか。

鈴木： 当社の取組の一例としては、将来の不確実性の高い気象現象に対して、数理モデルを用いて
再現期待値を算出した上で、更に物理的リスクがクライアントの事業にもたらす影響も算出
し、それらのリスクを軽減・移転するようなご支援をしています。また、2030年や2050年の
断面で気候リスクを分析するような将来の分析のみならず、現在の気象データをモニタリン
グし、どのようなリスクが近々に顕在化する可能性が高いかを予測し、それに対する対策を
ご提案するような適応サービスが提供していきたいと考えています。

小野： 当社グループは本業である損害保険の知見を活かし、物理的リスクの分析・対策において
様々なサービスをご提供しています。例えば、気候ビッグデータを活用した保険商品開発
や、リスクモデリングによる予想最大損害額の評価手法構築などでは機械学習などのデータ
ドリブン技術を活用しています。またクライアントの施設や設備の平常時のリスク調査を通
じた業種・業態・ロケーションごとにリスク把握のスキルを有しています。更に保険金のお
支払いに向けた損害査定のノウハウから脆弱性の評価に基づく再発防止策のご提案などを通
じてクライアント企業のレジリエンス向上を支援しています。
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気候変動対策支援サービス事業者を活用する際の要諦：
自分ごと化することが重要

尾山： 我々3社はアプローチこそ異なるものの、クライアント企業のレジリエンス向上を支援する
点では立場を同じくしていると考えています。そこで、クライアント企業側が我々のような
気候変動対策を支援する事業者を起用する際に留意すべき点があればお伺いできますでしょ
うか。換言すれば、より大きな成果を得た「成功例」と言えるクライアントにはどのような
共通点があるとお考えでしょうか。

鈴木： クライアント自身が気候変動に関する問題を「自分ごと」化することが重要と考えていま
す。先に申したように、開示基準の要求水準が高まっている中で、「開示のための開示」に
終始する企業が散見されます。一方で、気候変動が進行する中で、自然災害・異常気象は激
甚化・頻発化しているため、しっかりと物理的リスクを「自分ごと」として捉えて、企業価
値の棄損を防ぐために実効性のある対策を着実に講じていくことが求められています。その
ためには、経営層や関係部署を巻き込んで全社的に取組んでいく必要があります。社内のス
テークホルダーの理解を得るためには、なぜこのような取組が必要なのか分かりやすい説明
をすることが大切です。一方で、物理的リスクの分析は知見のない方にとっては、手法も明
確化されていないために、非常に複雑で理解が難しい場合があります。そこで、ツールなど
を上手く活用して視覚的に分かりやすく影響を示すことで、経営層や関係部署の理解を獲得
することに繋がると考えています。

小野： まさに鈴木さんのご指摘に加え、クライアント企業側はコンサルティング企業に任せきりに
するのではなく経営陣の関与のもと、サステナビリティ部、事業部が中心となり、関連部署
を巻き込んでオーナーシップを持って主体的に検討をリードしていく必要があると考えてい
ます。そのためには最初から精緻なものを求めず、まずはスモールスタートでも良いのでは
ないでしょうか。
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「対応策の定義」においては、特定されたリスクを最小化し、機会を最大化するために必要な取組
を検討・整理し、それを実践していく。具体的には、①自社のリスク・機会に関する対応状況の把
握、②リスク対応・機会獲得のための今後の対応策の検討、③社内体制の構築と具体的アクショ
ン、シナリオ分析の進め方の検討の順に進めていく18。これらのプロセスにおいて重要となるのは、
単にTCFDなどの開示基準の要件を満たすためだけに検討を進めるのではなく、将来にわたって事
業価値を維持・向上させていくために真に実効性のある対応策を定義し、それを事業・戦略に統合
していくことが求められる。

 網羅的な対応策の検討

同じリスク・機会に対しても講じ得る対応策は無数にあるため、網羅的に洗い出した上で、最も
実効性のある対応策を選択することが望ましい。その際にはバリューチェーンにおける機能ごと
に整理する等、何らかのフレームワークに依拠することで、対応策を俯瞰的・網羅的に検討する
ことが可能となる。例えば、自然災害による原材料の収量減少に伴う調達コストの増加といった
リスクに対しては、設計・開発段階では代替原料を使用した製品の開発、調達段階では調達の複
線化・分散化や余剰在庫の確保、製造段階では原料の歩留まりの改善など、様々な異なる対策が
講じ得る。これらの対策を網羅的に洗い出した上で、特に実効性・費用対効果に優れる対策から
優先的に取組む必要がある。その際には同業他社がどのような対策を講じているか、また外部の
事業者が提供している適応ソリューションが活用可能か、などの情報を収集することで、より有
意義な検討に繋がる。

 対応策実行に向けた具体的な計画の策定

各リスク・機会に対する対応策を定義したら、それぞれの対応策に関して、誰がいつまでに何をす
るべきかを更に具体的に定義し、対策の進捗状況を定期的にモニタリングできるようにすることで
実効性が高まる。特に、中期経営計画など自社の経営計画や戦略などのタイムフレームに合わせて
KPIと担当部署を定義していくことで、経営戦略・計画に気候変動への対応を組み込むことが可能と
なる。例えば、原材料の調達リスクに対する対応策として代替原料の採用を推進する場合は、代替
原料の使用率などをKPIとして定めることが考えられる。

第3部では物理的リスク分析・対応の進め方について概観したが、第4部では企業がどのような対策
を講じているかの事例を紹介しつつ、より実効性のある対策の検討・実行に向けて社外のステーク
ホルダーとどのように連携すべきかを考察する。

第５章 対応策の定義

18. 環 境 省 「 TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 
2022年度版～」（2023年）
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東京海上ディーアール株式会社 企業財産本部  データビジネス創発ユニット
主席研究員 坂場 律和

近年、気候変動の影響もあり、河川氾濫や豪雨などの気象災害が激甚化し、経済的な損失が増
加している。企業は気候変動への適応を進め、水害リスク対策を強化する必要があるが、多く
の企業は十分な対策ができていない。これまでは、国が堤防やダムなどの治水対策を行ってき
たが、最近の自然災害の頻発化によって、水害の発生を抑えるのではなく、地域全体で協力し
て被害を軽減する「流域治水」に方針を転換した。また、企業は保険を利用して水害リスクを
移転してきたが、保険料の値上げや補償内容の縮小が予想され、十分な移転が難しくなってい
る。このような環境変化の中で、企業各社は国や保険だけに頼る、これまでの水害リスク対策
からの見直しを迫られている。

企業の水害リスク対策の代表的な例として、止水板の設置や基礎の嵩上げがある。しかし、こ
れには多額の費用がかかるうえ、その実効性も不透明である。また、止水板は浸水深が止水板
の高さ以下であれば効果があるものの、それを超えると効果がない。ハザードマップの見直し
によって浸水深が変わると、対策が効果を発揮しないおそれもあるため、実行すべきかどうか
の判断が困難である。

この課題を解決するためには、災害規模に応じて合理的な対策を検討することが必要である。
例えば、数年～数十年に一度の洪水では浸水深が小さく、数百年～数千年に一度の洪水では浸
水深が大きくなる。止水板は数百年～数千年に一度の洪水を防ぐことはできないかもしれない
が、数年～数十年の洪水は防ぐことができる。頻繁に発生する災害を防げれば、企業は不測の
事態が発生する回数を大きく減らすことができる。また、止水板で防ぐことができない災害
は、保険やBCPなどの複数対策を含めて検討する必要がある。しかし、全てのリスクをなくす
ことはできないため、リスクの保有を含めて、経済合理性を踏まえた対策を講じることが重要
である。

現在、国土交通省は再現期間別のハザードマップ（多段階の浸水想定図）を公開するなど、企
業の水害リスク対策に有用な情報提供も行っている。しかし、これら情報は整備段階で網羅性
に欠けるなどの課題もある。一方で、民間発のハザードマップも増えてきており、気候変動の
影響を考慮した浸水深なども活用できるようになってきた。これらハザードマップを活用する
ことで多角的な分析が可能となる。企業は、ハード対策、ソフト対策、保有施策を組み合わせ
ながら、経済合理性を踏まえたリスク対策を進めることが望まれる。
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株式会社三菱UFJ銀行 ソリューション本部サステナブルビジネス部

近年、気象災害が激甚化・頻発化しており、各企業は自社が抱える物理的リスクに適切に対応
することが重要となっている。これにより同リスクの軽減・回避だけでなく、事業プロセスの
改善や効率向上など、様々な副次的効果も期待される。

融資を検討する際、「貸したお金が返ってくるか？」という点は非常に重要である。たとえ企
業や地域社会の適応に繋がる対応であっても、融資対象事業の事業性が期待できず返済可能性
が低ければ、融資検討は難しい。ただし、以下のような場合には融資検討が可能となる：

・水害による建物の浸水リスクを評価・診断するシステム開発・販売など、キャッシュフロー
を創出する適応ビジネス機会の実現が見込まれる場合

・社会インフラにおいて、PFI事業として地方公共団体からの交付金・支払いが見込める場合

事業単体での事業性が低い場合などは、お客様の財務状況等を総合的に判断の上、融資を検討
する。

なお、与信判断とは別の観点として、環境的に持続可能な経済活動を促進しサポートすること
を企図したグリーンローン/ボンド原則が国際的に確立されており、当行も同原則に基づく投融
資を数多く実行している。同原則では、環境問題の解決に資する事業に資金使途を限定する必
要があり、「気候変動の適応」も対象プロジェクトとして認められている。

実績としては、一般企業向けのグリーンローンにおいては、気候変動への移行対応が大部分を
占め、適応対応は限定的である。一方、地方公共団体や第三セクター向けのグリーンボンドに
おいては、大雨対策としての交通インフラ整備や水害対策のための河川改修など、適応対応を
資金使途とした案件も数多く存在する。またグリーンローン/ボンド以外にも、借入人自身の
ESGに関するKPIの達成度と融資条件を連動させる資金使途を限定しないサステナビリティ・
リンク・ローン/ボンドといったファイナンス手法もある。

気候変動や自然災害の頻発によりインフラの防災・減災対策が急務の中、企業は長期的な視点
で持続可能な発展を目指して、適応の対策を講じることが求められている。これによりリスク
軽減および新たなビジネス機会の創出だけでなく、社会全体の持続可能性へ貢献することが期
待される。銀行としても、そのような取組に対して適切に事業性評価を行い、ファイナンス支
援できるよう取組んでいきたいと考えている。
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実効性のある
物理的リスク対策の
策定・実行に向けて

本部では、企業が実効性のある物理的リスク対策の策定・実行に向けて
抑えるべき要諦や優良企業の事例を紹介する



42

気候変動に伴う物理的リスクへの対応を「実効性」のあるものとするには、以下の3つの観点を満た
す対策の策定が重要となる。

 リスク実態との整合性
物理的リスクおよびその影響評価が、リスクの実態と整合していること
（対応範囲：「第3部第2章 リスク重要度の評価」～「第3部第3章 シナリオ群の定義」）

 対策の実現可能性
現場レベルでの実行性や運用面での整合性が確保されていること
（対応範囲：「第3部第4章 事業インパクト評価」～「第3部第5章 対応策の定義」）

 対策の経済合理性
コストと効果のバランスが取れており、事業継続や資源配分の観点から妥当であること
（対応範囲：「第3部第4章 事業インパクト評価」～「第3部第5章 対応策の定義」）
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対策に実効性を持たせるためには、対策検討の前提となる物理的リスクの評価や、それによる影響
の評価が、リスクの実態を的確に反映したものであることが必要である。

第１章 リスク実態との整合性：リスクの実態に即した物理的リスクやその影響の評価
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リスク実態との整合性：
リスクの実態に即した物理的リスクやその影響の評価

第１節 ｜ 実態に沿った物理的リスク評価

物理的リスク評価におけるオープンデータ活用の課題

浸水想定区域図に代表されるオープンデータは、民間企業による防災・減災対策の検討において、
必ずしも適切とは限らない。

例えば、物理的リスク評価の代表的ツールである浸水想定区域図は、防災対策の検討に活用する
には注意が必要である。国や自治体では、これまで、住民等の迅速かつ円滑な避難に資する水害
リスク情報として、「洪水浸水想定区域図」を作成し、公表してきた。一方、想定最大規模の浸
水想定区域図は、最悪の事態を想定して命を守るという考え方で避難計画の検討や避難行動の判
断を行う場合には有効であるものの、浸水の生じやすさや浸水の発生頻度が明らかにはなってい
ない。そのため、これだけでは、防災・減災のための水害リスクを踏まえた、まちづくりや住ま
い方の工夫、企業の立地選択、ハード対策検討、企業におけるBCP（事業継続計画）の作成等に
は使い難い19。

さらに、浸水想定区域図は考えられる災害シナリオに対して想定されるリスクを示すものであり、
すべての災害リスクを網羅しているわけではない。例えば、浸水想定区域図は、河川管理者が管理
河川区域で作成しているもので、同流域にある管理河川以外の河川の氾濫が考慮されず、リスクの
空白地帯が生じる場合もある。実際に、多くの洪水浸水想定区域図には「指定区域外でも浸水が発
生する可能性があります」といった注意書きが添えられており、あくまで想定の一部を示したもの
であることが明記されている。これは、内水氾濫や地形・土地利用の変化、現地に行かないと分か
らない小水路の影響などにより、想定を超える浸水が発生するリスクがあることを意味する。実際
に、浸水想定区域図の範囲外の拠点が、台風や集中豪雨の際に予期せぬ浸水被害を受けた事例も報
告されてり、オープンデータのみに依拠したリスク評価には注意が必要であると言える。

このように、オープンデータをそのまま活用した場合には、「浸水想定区域図の浸水深が大きすぎ
て対策の打ち手が見いだせない」「範囲外なのに実被害が発生した」といった、リスク情報と現実
との乖離が生じるおそれがある。
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リスクシミュレーション等による物理的リスクの確率的評価の必要性

気候変動に伴う物理的リスクを的確に把握し、有効な対策を講じるためには、①確率的リスク評価
と、②過去の被災実績や現地特性を踏まえた評価の2点が重要である。これらに対応する手段とし
て、個別カスタマイズされたリスクシミュレーションの活用が有効である。

現実に起こり得るリスクを把握するための一つの有力な手段が、確率的リスク評価である。例え
ば、国土交通省は、”気候変動の影響による豪雨の激甚化・頻発化に対応するには、水害リスクを踏
まえた土地利用の促進など流域治水の取組を推進することが求められる。そのためには、比較的発
生頻度が高い降雨規模も含めた複数の確率規模の降雨によって想定される浸水範囲や浸水深を明ら
かにし、浸水の生じやすさや浸水の発生頻度を示す新たな水害リスク情報を公表することが重要で
ある”としている。この方針のもとで整備されているのが、多段階の浸水想定図である「水害リスク
マップ」である。

一方で、オープンデータには、全国共通の手法や一定の空間解像度が用いられているため、現地な
らではの細かなリスクまでは十分に表現しきれない場合がある。また、前述のとおり、一級・二級
河川が周辺になく、本来は準用河川や小水路からの浸水リスクがあるにも関わらず、ハザードマッ
プの対象エリア外となってしまう場合もある。このため、浸水想定区域図と、浸水実態に乖離が生
じる可能性は否定できない。

このような限界を補うためには、個別にリスクシミュレーションを構築・実施することが望まし
い。例えば、国土交通省が整備する「多段階の浸水想定図」は1級河川のみを対象としており、2級
河川以下では確率的な評価が未整備である。このような場合、自らリスクシミュレーションを実行
することで、地域や施設特性に即した評価が可能となる。加えて、小水路や微地形といった現地情
報を現地踏査で収集し、それらを反映したモデルで実際の浸水被害を再現する再現計算を行うこと
で、評価の精度を高めることができる。

さらに、こうしたシミュレーションモデルを構築しておけば、将来的な気候変動の影響も柔軟に分
析可能となる。例えば、「日本の気候変動2025」20 等を参考に、2度上昇シナリオや4度上昇シナリ
オなどにおける平均海面水位の上昇量や、降雨量の増加量を、シミュレーションモデルの入力条件
に反映させることで、気候変動が進行した後の世界における高潮、洪水等を予測できる。

19. 国土交通省「多段階の浸水想定図及び水害リスクマップの検討・作成に関するガイドライン」（2023年）
20. 文部科学省・気象庁「日本の気候変動2025」（2025年）
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https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2025/pdf/cc2025_honpen.pdf
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リスク実態との整合性：
リスクの実態に即した物理的リスクやその影響の評価

第２節 ｜ 実態に沿った影響評価

現実に沿った物理的リスクの評価を踏まえ、現地の建物・設備の一つ一つについて、前節で算出し
た物理的リスクと突き合せた個別評価を行うことで、現実に沿った影響評価を実現できる。

 簡易評価基準の活用に関する課題

公共事業の評価等において、被害額を算定するために用いられる評価基準についても、必ずしも実
態と整合しない可能性がある点に留意が必要である。例えば、「治水経済調査マニュアル」21 で
は、床上浸水深のレンジ（50cm未満、50cm～99cm、100cm～199cmなど）ごとに、被害率が設定
されており、事業所の資産額に、この被害率を乗じることで、被害額が算定できるようになってい
る。このような、「浸水深○○cm以上であれば被害率○%」といった指標は、公共事業の事業評価
等のケースにおいて、過去の被災事例に基づき、不特定多数の家屋や事業所の被害を効率的かつ概
算的に推定することを目的としたものである。特に、固有の設備を有する工場や特殊な業種におい
ては、被害の程度が平均から大きく乖離する可能性がある。このため、簡易基準を用いた評価は、
個別の実情を反映しないものとなるリスクがある。

 建物・設備の個別評価の必要性

このような課題に対応するため、現地での詳細な実踏調査によって、各建物・設備を一つひとつ正
確に評価することが重要である。その際には、同業他社や類似業界における過去の災害・失敗事例
も参考にしつつ、例えば、以下のような観点で多面的に点検を行うことが重要である。

• 水害時における重油や有害化学物質の流出リスクの有無

• 埋設物の存在による、地震時の地盤変状・道路凹凸の発生リスクと、それに伴う操業停止リスク

• 地形データ等には表れない、現地特有の微地形・嵩上げ・架台構造・耐震補強の有無

これらを踏まえ、建物や設備ごとにハザード種別ごとのリスクを整理し、「○○cm以上の浸水で機
器が浸水する」「震度○○以上で架台の転倒リスクが顕在化する」など、リスクの顕在化条件を定
量的に明示することで、より的確な影響評価と対策設計が可能となる。

21. 国土交通省水 管理・国土保全局 「治水経済調査マニュアル（案）」（2024年）

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/seisaku_hyouka/gaiyou/hyouka/r604/chisui.pdf
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実効性のある災害対策を実現するには、まず建物・設備ごとの被害額を貨幣換算したうえで、優先
的に対応すべき対象を選定し、先端技術の活用も視野に入れながら、実現可能な対策をリスト化し
ていくことが重要である。

 優先的に対策するべき対象の設定

建物・設備等のうち、優先的に対策を施すべき対象を整理することが必要である。例えば、保有す
る建物・設備を洗い出し、各建物・設備について、「自然災害で被災した場合の被害額」と「自然
災害で被災する確率」等の2軸で定量的に評価したり、マトリクス上に可視化したりする手段が考え
られる。また、損害には、守るべき施設の直接的な被害に加え、休業に伴う機会損失などの2次被害
についても考慮することが必要である。

 対策の手段の検討

優先的に対策するべき建物、設備を定めた上で、対策を検討する際には、それぞれに対してハード
対策、ソフト対策およびこれらの組合せを検討することが重要である。

ハード対策とは、対策工の設置や設備移転などの、物理的な対策のことを指す。例えば、建物やイ
ンフラの耐水性などを強化することで、自然災害に対する物理的な防御力を高めるような設備強
化、洪水や高潮などのリスクから施設を守るための防潮堤や排水ポンプなどの防災設備の設置、停
電時の非常用発電機の設置がこれに該当する。

ソフト対策とは、発災時の避難体制や設備等の運用方法をあらかじめ決めておくことで、発災時の
被害を最小限に抑えるための対策のことを指す。例えば、災害時における迅速な対応を可能にし、
重要な業務を継続または早期に復旧させるためのBCP（事業継続計画）の策定、従業員に対して防
災訓練や緊急対応手順の教育の実施、ステークホルダー間での情報共有とコミュニケーション強化
がこれに該当する。

第２章 対策の実現可能性
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 先端技術の活用

ハードとソフトの統合的な対策において、データと技術の活用は不可欠である。最新技術を活用す
ることで、リスクの予測精度向上や迅速な対応が可能となり、災害発生時の被害を最小限に抑える
ことができる。具体的にはAI、ドローン、衛星観測、スーパーコンピュータ、IoT、AR/VRといっ
た技術が活用できる。これらの技術は、平時から有事までの幅広いフェーズで役立つ。例えば、AI
は気候モデルの精度向上やスマート装置/インフラの構築に寄与し、衛星観測は災害発生の予兆を検
知できる可能性がある。また、IoTはリアルタイムで気象情報を収集し、災害アラートを送受信する
仕組みを提供する。
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1 AI

気候モデルの精度向上
スマート装置/インフラ

2 ドローン
気候リスクのデータ収集
捜索・救助活動支援

3 衛星観測
気象情報の収集
災害発生の予兆検知

4 スーパーコンピュータ
気候モデリングの高度化

5 IoT

気象情報の収集の強化
災害アラートの送受信

6 AR/VR

避難救護活動の疑似体験
による行動変容・意識改革

図6 最新技術の災害対応におけるユースケース例
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対策の実効性を確保するうえで重要なのが、対策の経済合理性を定量的に評価することである。具
体的には、対策を実行した場合に想定される被害の軽減額を「効果」とみなし、これを初期コスト
と運用コストを含めた対策コストと比較することで、費用対効果を可視化する。このようなアプ
ローチにより、限られた資源の中で、どの対策に優先的に投資すべきかを合理的に判断することが
可能となる。

対策のライフサイクルコスト全体を通じた費用対効果分析

このような費用対効果の分析を行う際には、治水事業の評価に用いられる国土交通省のガイドライ
ン22 等が参考となる。このガイドラインでは、対策の経済合理性を以下のようなステップで評価し
ている：

1. ライフサイクルコストの算定

対策にかかる費用を、初期費用（例：防災設備の導入費）と、運用・維持管理費（例：定期点検、
避難訓練の実施など）に分け、対策全体のライフサイクルコストを明らかにする。また、必要に応
じ、複数案の比較を行うことで、コスト最適な対策を合理的に選定できる。

2. 被害軽減額の算定

次に、対策を「実施した場合」と「実施しなかった場合」でそれぞれ想定される被害額を比較し、
その差額（＝被害軽減額）を「対策の効果」として評価する。ここでは、洪水や地震などのリスク
がいつ発生するかは不確実であるため、確率論的手法を用いて、被害軽減額の年平均期待値（年間
あたり平均的に防げる被害額）を算出する。

3. 現在価値への換算と費用対効果の算出

さらに、被害軽減額や維持管理コストなどの将来的な金銭的インパクトを、現在価値に換算して合
計することで、投資の価値を時間軸で正しく比較できるようにする。そのうえで、総コストと総効
果を比較し、対策の費用対効果を導き出す。

第３章 対策の経済合理性
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22. 国土交通省「治水経済調査マニュアル（案）」（2025年）

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/seisaku_hyouka/gaiyou/hyouka/r604/chisui.pdf
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工場拠点の洪水リスクに対応するための対策検討の結果、数百万円規模の対策に対し、数億円の被
害軽減効果を得られることが確認された事例を、実効性の高い対策検討の例として以下に紹介す
る。

ステップ１：資料収集と現地調査

まず、対象となる工場拠点について、浸水想定区域図などのオープンデータを活用して浸水リスク
情報を収集したうえで、現地調査を実施した。現地では、微地形や周辺水路、道路と工場敷地との
地盤高の違いなど、地形条件や水文環境を把握するとともに、過去の水害時の浸水状況についても
関係者からのヒアリングにより詳細を確認した。また、工場内の各建物・設備について、位置、設
置高、嵩上げの有無などを個別に調査し、浸水リスクとの関係を明らかにした。

ステップ２：物理的リスクの把握

続いて、10年に1回から100年に1回規模の洪水を対象とする浸水シミュレーションを実施した。こ
の際、現地調査結果を反映した詳細な浸水シミュレーションモデルを構築し、過去の実被害と照合
することでモデルの妥当性を検証。その上で、過去の降雨記録をもとに、各確率規模の降雨に対し
て浸水範囲や浸水深をシミュレーションした。その結果、10年に1回の洪水では0.5mの浸水、100年
に1回の洪水では2.0mの浸水が想定されるなど、発生頻度別の物理的リスクを定量的に把握した。

ステップ３：物理的リスクの影響評価と対応策の定義

浸水シミュレーションの結果と、現地調査で把握した各建物・設備の設置状況とを突き合わせ、cm
単位での浸水リスク評価を実施。そのうえで、事業継続に重大な影響を与える可能性のある施設・
設備に着目し、複数の対策案（ハード対策・ソフト対策）を検討した。対策案の検討にあたって
は、予算内であること、工場の通常業務に支障をきたさないこと、等の諸条件を設定し、現実的な
実施可能性を担保した。

ステップ４：対策の費用対効果の算出

最後に、各対策案についてライフサイクルコスト（初期費用＋維持管理費）を算出し、対策によっ
て軽減される被害額の年平均期待値との比較を行った。この結果、数百万円規模の対策費用に対し
て、数億円相当の被害軽減効果が見込まれ、極めて高い費用対効果を有する対策であることが明ら
かとなった。対策の費用対効果を算出し、対策の経済合理性を確認した。

以上、本部では、実効性のある物理的リスク対策の策定・実行における3つの要諦と、それに関連す
る実事例を紹介した。これらの要諦や事例をもとに、自社の対策状況を見直し、物理的リスクに対
するレジリエンスを高めるための検討の一助とされたい。

第４章 事例紹介
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物理的リスク分析・対策における課題と
気候変動レジリエンス強化協議会の今後の活動

本レポートでは、第2部で「物理的リスクに関する基礎知識」、第3部で「物理的リスク分析の進め
方と要諦」に関して概説してきたが、結びに代えて、今一度、物理的リスクの分析および対策の重
要性を強調しておきたい。現状では、多くの企業が物理的リスクに関する検討に着手しているが、
TCFDやISSBといった開示基準の要求に応えること自体が自己目的化してしまっており、真に事業
のレジリエンスを高める上で実効性のある対策を講じることが二の次になってしまっている。一方
で、本レポートの中でも言及したように、物理的リスクの事業への潜在的な影響は甚大なものであ
り、かつ今後も影響は拡大する一方であることが予見されるため、企業価値の毀損防止・持続的な
成長のためにも、実効性のある取組を推進していくことが必要不可欠である。

一方で、企業の多くは物理的リスクへの対策を検討・推進していく中で多くの課題を抱えており、
我々気候変動レジリエンス強化協議会は今後もそのような課題の解決・緩和に資する取組を推進し
ていく。以下に現状多くの企業が抱えている、ないしは社会全体が直面している課題とそれに紐づ
く今後の気候変動レジリエンス強化協議会の活動の展望について概説する。

1点目に依然として多くの経営層が物理的リスクへの対策の重要性・緊急性を認識していないことが
挙げられる。特に、近年では急速に脱炭素化が進む中で、「適応」よりも「緩和」の取組が優先さ
れており、「適応」に十分なリソースが配分されていない企業が散見される。そのような状況を打
破すべく、我々気候変動レジリエンス強化協議会は引き続き情報発信活動を強化していきたいと考
えている。特に、本レポートに代表されるように、これまでは物理的リスクに関する情報発信の多
くが実務担当者レベルを想定したものであったが、今後は本協議会でもCXOレベルを対象としたセ
ミナーなどの情報発信活動に取組んでいくことで、物理的リスクへの対応が経営上の最重要の課題
の一つであるという認識を高めていきたいと考えている。

2点目に、「適応」の価値が不透明であるために、多くの企業が投資などの経営判断に踏み切れない
問題が挙げられる。一部の企業は適応の重要性を認識し、様々な施策を検討しているものの、その
定量的な価値（＝投資へのリターン）を示すことができないため、外部からの資金調達が困難に
なっている。このような課題の解決に向けて、今後本協議会では、対応策の費用対効果を定量化す
るような手法の検討及びそれに基づいた実際の災害時における適応策の経済的価値の分析を実施す
ることを想定している。また、それらの分析結果を適応価値のユースケースとして集積し、対外的
に発信することで、適応の価値をより広く世間に認識させ、社会全体のレジリエンス向上に寄与す
ると考えている。
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3点目に、産学官の垣根を超えたエコシステムが確立されておらず、適応に貢献する製品やサービス
がビジネスとして事業化されていないことが挙げられる。例えば、水害に強い車や建物といった新
規性の高い製品やサービスが製品化され、普及すれば社会全体のレジリエンス向上に寄与すること
が期待されるが、需要が見通せない中で莫大な初期投資が必要になる等、事業化に向けては高い障
壁が存在している。このような課題の解決に向け、本協議会では適応に資するビジネスアイデアの
事業化に向け、様々な企業が闊達に意見・情報を共有し、議論できるプラットフォームを提供して
いきたいと考えている。

これらはあくまで、現時点での構想に過ぎず協議会では民間企業のレジリエンス向上に資するため
の取組全般を幅広く検討したいと考えている。もし、志を同じくし協議会の活動に関心を有してい
る方々がいれば、ぜひ事務局までご連絡いただきたい。

物理的リスク分析・対策における課題と気候変動レジリエンス強化協議会の今後の活動



民間企業の物理的リスク分析・対策のアプローチ
気候変動に対するレジリエンス向上に向けて
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